
令和５年度行政評価　施策評価票

主管部局・課 建設部　道路課

目指す姿

市民、事業者、行政がともにつくる雪に強いまち

施策

施策番号
名称

施策の内容

施策１

除排雪作業の情報化・効率化

施策２

除雪困難世帯の外出支援

施策３

除雪インフラの整備

歩道などの消融雪施設や防雪柵の整備推進を図ります。

施策４

親雪・利雪の推進

１　政策分野の進捗状況
重要業績評価指標の達成状況

指標名 単位 説明又は計算式

1

除雪車１台あたりの除雪延長 ㎞ １台あたりの除雪延長

年度 令和４年度令和５年度令和６年度 最終目標 検証

目標 4.1 4.1 4.1

4

実績 4.1 4.1 －

2

町内会

年度 令和４年度令和５年度令和６年度 最終目標 検証

目標 68 71 74

80

実績 61 61 －

政策目標４　安全、快適な基盤づくり/政策７　災害や危機への備えの強化

政策分野28　雪対策

関連するSDGs17のゴール

ICTを活用した除雪車両の運行情報の共有や事業者と市民、行政による除排雪体制の強化など
により、情報の共有のもとで効率的で効果的な除排雪を行います。また、私道の除雪等にも
取り組み、冬季間の交通の確保に努めます。

地域での助け合いやボランティア体制を充実することで、高齢者や障がいのある人のみの世
帯など、除雪困難世帯への更なる支援を図ります。

雪が持つ魅力や面白さを楽しむイベントやレクリエーションを推進するとともに、雪の有効
活用に向けた情報収集・発信を充実します。

市ホームページや市政だよりなどで広く除雪車
の募集を行い必要な台数を確保しており、目標
を達成できている。

地域と連携した除雪困難世帯の支援体制が
整った町内会

除雪困難世帯の間口除雪について、市へ登録し
ている町内会数

社会福祉協議会と事業が一元化されたことで登
録町内会数は増加傾向にあったが、その年の降
雪量により実施町内会に増減がある。昨年度は
少雪の影響で、支援体制が減少した。



２　施策の評価
施策１ 除排雪作業の情報化・効率化

取組状況

施策２ 除雪困難世帯の外出支援

取組状況

今年度の
重点方針
（方向性）

　除排雪作業の情報化・効率化
・ＩＣＴを活用した除雪車運行システムにより、雪に強いまちづくりを進めていくためには
、除雪作業の「見える化」を市民への情報提供のみに留まらず、集約された苦情・要望の分
析結果を、配車計画や民間事業者への指導に反映し、除雪作業の効率化と地域間の除雪時間
の平準化による市民の利便性向上を図る。また、老朽化の進む除雪機械や消融雪施設は、計
画的な更新や適切な維持管理を行い、冬期間における安全な通行を確保する。

　除排雪体制の充実
・除排雪作業の効率化を図るため、新たな除雪機械保有者の発掘に向けた情報収集を行うと
ともに、市政だより等への広報掲載など広く周知を行い、令和4年度に11台を増車、歩車道合
わせて307台の体制で除雪を行った。
・面的除雪の拡充や雪溜め場の定期的な排雪により次の除雪の準備を行うなど、除排雪作業
の効率化を図った。
・私道除雪については、公道から公道へ通り抜けができる地域の道路交通ネットワークを担
う「公共性の高い私道」42路線、3.7kmの除雪を実施した。
・除雪車運行システムについては、令和4年度も継続して全除雪車に導入、市ＨＰに稼動状況
を配信、除雪作業の見える化を図った。
・冬期間における除雪体制を維持していくため、市で所有している耐用年数を経過した除雪
機械の更新を実施している。
・市が事務局を担っている「会津若松除雪対策協力会」において、生活道路等の除排雪に要
する経費について、町内会への支援を行った。

課題認識と
今後の方針
・改善点

　除排雪体制の充実
・宅地化の進行により雪溜め場となる空地・農地が減少しているため、道路上へ多くの雪を
残すこととなり、これがザケ雪となり除排雪費が増加する要因となっている。
・除雪車運行システムの稼動により取得されるデータを分析することで、様々な課題を洗い
出し、除雪車の配車計画などに活かすことにより除排雪作業の効率化を図る。
・私道の除雪は、公共性の高い一部の私道について除雪を行っているが、狭隘路線が多く雪
溜め場がないこと、路線が点在していることなどの問題があり、効率的な除排雪を検討して
いく。
・民間の除雪機械の老朽化が進む中、維持管理費の増から大型の除雪機械を保有しない委託
業者が増えており、除雪延長や道路幅員に適した除雪車の路線配置のためには、除雪専用機
械の確保・適切な更新が重要となってきていることから、市としても継続して機械の計画的
な更新と増車に努めていく。
・除雪体制の維持強化のため、民間除雪受託業者には、除雪オペレータ育成支援事業により
、オペレータの確保・育成の支援をしていく。
・老朽化の進む消融雪施設については、補修や設備の更新など、適正な維持管理を行うこと
により、施設の長寿命化を図り、冬期間における安全な道路通行を確保する。

今年度の
重点方針
（方向性）

　除雪困難世帯の外出支援
・除雪困難世帯の外出支援については、市と社会福祉協議会の事業の一元化により、町内会
やボランティアが連携して、実施町内会及び対象世帯を拡大しており、市の広報などを通じ
てさらなる拡充を進めていく。

　除雪ボランティア体制の整備
・高齢者や障がいのある人、ひとり親世帯等の除雪困難世帯に対して、町内会と連携した間
口除雪や除雪ボランティアネットワーク事業（地域ぐるみ除雪ボランティア、スノーバスタ
ーズ）を通じて、冬期の生活及び外出支援に取り組んでおり、令和4年度においても、間口除
雪と地域ぐるみ除雪ボランティア事業の一元化を継続し、登録町内会が93町内会で、実施町
内会数が61町内会、対象世帯が271世帯となった。

課題認識と
今後の方針
・改善点

　除雪ボランティア体制の整備
・間口除雪と地域ぐるみ除雪ボランティア事業の一元化を継続しているが、その年の降雪量
により、登録町内会及び対象世帯数に増減がある。昨年度は、12月に大雪があったものの1月
、2月の少雪の影響で減少した。今後は、外出支援を必要としている除雪困難世帯に対し、市
の広報などを通じて更なる拡充を図っていく。



施策３ 除雪インフラの整備

取組状況

施策４ 親雪・利雪の推進

取組状況

今年度の
重点方針
（方向性）

　除雪インフラの整備
・防雪柵や歩道融雪等の除雪インフラについては、冬期間の交通安全の確保のために今後も
計画的な整備に努めていく。

　除排雪・防雪施設の整備
・冬期間における交通障害対策として、市道幹Ⅰ-32号線の防雪柵設置工事を継続して実施し
ている。
・歩道融雪については、都市計画道路会津若松駅中町線において、平成26年度から工事に着
手し、完成した区間から供用を開始している。（令和3年度完了）

課題認識と
今後の方針
・改善点

　除排雪・防雪施設の整備
・防雪柵や歩道融雪等の除雪インフラの整備は、冬期間の交通安全の確保のために有効な施
策であることから、今後も計画的に整備を行う。

今年度の
重点方針
（方向性）

　親雪・利雪の推進
・雪や雪国文化の魅力が外国人観光客にも注目されており、インバウンドを含めて雪を資源
と捉え、観光施策や交通施策と連携を図りながら、各種団体や企業等が実施している雪を楽
しむイベント情報などを発信していく。

　利雪の推進
・福島県雪対策協議会による情報交換（総会、幹事会）と要望活動（書面による要望
）を実施した。
・県や近隣市町村等と連携し、豪雪被害等に関する国への要望活動や、利雪・克雪対策に関
する調査・研究を行った。　　　　

課題認識と
今後の方針
・改善点

　利雪の推進
・雪寒地帯対策の充実強化に関する要望や、豪雪時において緊急提言等については、引き続
き県や近隣市町村と連携し行っていく。
・国や県が行う利雪・克雪対策についての調査・研究等に協力し、関係機関と情報共有・有効活用を
図っていく。
・雪や雪国文化の魅力が外国人を中心に注目されていることから、会津線・只見線沿線の雪景色や
地域のイベント情報を、観光・交通に関する案内等を通して発信してしいく。 



３　関連する政策分野と事務事業
政策分野 事務事業名 担当部・課名

４　施策の最終評価

・政策分野28「雪対策」の推進にあたっては、「２　施策の評価」に従い取り組むこと。

・施策１「除排雪作業の情報化・効率化」については、除雪車運行システムの運用により、除雪作業を見
える化するだけでなく、取得されるデータの分析により様々な課題を洗い出し、配車計画等に活かすこと
で除排雪作業の高度化や効率化を図っていく。
・また、除雪延長や道路幅員に適した除雪車の路線配置のため、除雪専用機械の計画的な更新と増車に努
めるとともに、民間除雪受託業者における除雪オペレーター育成や確保を支援していく。
・施策２「除雪困難世帯の外出支援」については、高齢者や障がいのある人、ひとり親世帯等の除雪困難
世帯に対する、町内会と連携した間口除雪や除雪ボランティアネットワーク事業のさらなる拡充に努めて
いく。



５　事務事業一覧

番号 事務事業名 担当部・課

施策１　除排雪作業の情報化・効率化

1 ◎ 柱３ 11.7 除雪対策事業 継続 建設部　道路課

2 ◎ 柱３ 11.7 雪寒機械整備事業 継続 建設部　道路課

3 柱３ 11.7 会津若松除雪対策協力会 継続 建設部　道路課

施策２　除雪困難世帯の外出支援

1 ◎ 柱３ 11.7 除雪対策事業【間口除雪】 継続 建設部　道路課

施策３　除雪インフラの整備

1 柱３ 11.7 防雪柵整備事業 継続 建設部　道路課

施策４　新雪・利雪の推進

1 柱３ 11.7 利雪・克雪対策調査研究事業 継続 企画政策部　地域づくり課

2 柱３ 11.7 福島県雪対策協議会 継続 建設部　道路課

ロジック
モデル

重点
事業

人口減
少対策
※

SDGs
ターゲ
ット

次年度
方針

※人口減少対策に資する事業を「第２期　会津若松市　まち・ひと・しごと創生総合戦略」で定める４つの
基本目標に分類して表記しています。
柱１　ICTと既存産業・資源を活用したしごとづくり
柱２　地域の個性を活かした新たなひとの流れの創出
柱３　生活の利便性を実感できる安全・安心なまちづくり
柱４　結婚・出産・子育て支援と教育環境の整備



施策１　除排雪作業の情報化・効率化

1

事業名 除雪対策事業 法定／自主 自主

担当部・課 建設部　道路課 次年度方針 継続

事業費 711,846 757,782

所要一般財源 645,180 657,782

概算人件費 116,372 116,372

2

事業名 雪寒機械整備事業 法定／自主 自主

担当部・課 建設部　道路課 次年度方針 継続

事業費 39,000 50,000

所要一般財源 1,300 1,667

概算人件費 749 749

3

事業名 会津若松除雪対策協力会 法定／自主 自主

担当部・課 建設部　道路課 次年度方針 継続

事業費 0 0

所要一般財源 0 0

概算人件費 375 375

概要
(目的と内容)

直営及び民間委託除雪車両等により除排雪作業
を行う。

財務内容
単位(千円)

令和５年度
（予算）

令和６年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

冬期間における安全な道路の通行確保を図るため、直営及び民間除雪受注者の除雪機
械により除排雪作業を実施する。また、平成26年度より一定の要件を満たす「公共性
の高い」私道除雪を実施する。
・令和4年度　車道除雪854.0㎞　歩道除雪118.7㎞　私道除雪42路線3.7㎞

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

・必要な民間の除雪機械の確保を図るとともに、市保有機械の計画的な更新と適正な
管理を行う。また、民間除雪受託業者には、除雪オペレータ育成支援事業により、オ
ペレータの確保・育成を支援し、除排雪体制の強化を図る。
・除排雪作業の一括委託（面的除雪）の検討や、ＩＣＴを活用し、除雪運行システム
に反映するなど、より効率的な除排雪体制の構築を目指す。

概要
(目的と内容)

冬期間の除排雪事業を行う直営除雪車両（雪寒
機械）について、耐用年数の経過した車両を順
次更新し、常に万全な除雪体制を整える。

財務内容
単位(千円)

令和５年度
（予算）

令和６年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

冬期間における除雪体制を構築するため、耐用年数が経過し老朽化が進む除雪機械の
更新を実施する。
・平成19年度～平成4年度　
・令和4年度　ドーザ(11ｔ)１台更新（R3年度9月補正　R4年度納入）
　　　　　　 小型ﾛｰﾀﾘ除雪車（NR40)2台更新（R3年度9月補正 R4年度納入）

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

通勤通学時間までに通行を確保する早期除雪への市民要望が多く、適切な除雪機械の
配置が求められていることから、今後も市保有除雪機械の確保、計画的な更新を行い
、除雪体制の維持に努めていく。

概要
(目的と内容)

市内の商工団体・企業などを会員として組織さ
れ、負担金により運営されており、除雪に関す
る広報活動をはじめ、町内会への除雪に要する
経費の支援を行っている。（事務局は市）

財務内容
単位(千円)

令和５年度
（予算）

令和６年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

チラシ配布等の広報活動により市が行う除雪への協力、周知をする。
町内会が私道の除雪を業者委託した場合の経費の支援（除雪機械借上補助金）を行う
。
さらに平成22年度からは町内会が購入する除雪機械等に対して経費の支援を行ってい
る。

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

町内会への除雪機械の購入補助等、市民協働による除排雪を進めるため、市は今後も
同協力会の事業活動を支援し、官民一体となった除雪対策に取り組む。



1

事業名 除雪対策事業【間口除雪】 法定／自主 自主

担当部・課 建設部　道路課 次年度方針 継続

事業費 1,500 3,000

所要一般財源 1,500 3,000

概算人件費 1,199 1,199

1

事業名 防雪柵整備事業 法定／自主 自主

担当部・課 建設部　道路課 次年度方針 継続

事業費 20,000 20,000

所要一般財源 400 400

概算人件費 749 749

施策２　除雪困難世帯の外出支援

概要
(目的と内容)

除雪困難世帯の外出支援として市道除雪作業後
の間口除雪を行う。

財務内容
単位(千円)

令和５年度
（予算）

令和６年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

高齢者や障がいのある人、ひとり親世帯等の除雪困難世帯に対して、町内会と連携し
た間口除雪や除雪ボランティアネットワーク事業（地域ぐるみ除雪ボランティア、ス
ノーバスターズ）を通じて、冬期の生活及び外出支援に取り組んでいる。
・令和4年度 間口除雪登録93町内会　972世帯（実施61町内会271世帯)　

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

間口除雪業務委託など高齢者のみの除雪困難世帯等への支援策について、市民及び町
内会と連携するとともに、社会福祉協議会が行っている「地域ぐるみ除雪ボランティ
ア」と一元化したことから、継続して市の広報などを活用し対象世帯の拡充を目指す
。

施策３　除雪インフラの整備

概要
(目的と内容)

道路に防雪柵を設置することにより、冬期間の
風雪等による交通障害を防止する。

財務内容
単位(千円)

令和５年度
（予算）

令和６年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

冬期間における安全な道路の通行確保を図るため、平成18年度から固定式防雪柵の整
備を実施。引き続き令和５年度において事業を実施する。                          
                                       
市道幹Ⅰ-32号線　防雪柵整備
・平成18年度～令和4年度整備延長　Ｌ＝1,693ｍ

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

当該路線は、風雪等による吹き溜まりや視界不良等の交通障害が全線に渡り発生する
ことが確認されていることから、冬期交通の安全を確保するために有効な防雪柵につ
いて、令和６年度以降も計画的に整備を図っていく。



1

事業名 利雪・克雪対策調査研究事業 法定／自主 自主

担当部・課 企画政策部　地域づくり課 次年度方針 継続

事業費 0 0

所要一般財源 0 0

概算人件費 94 94

2

事業名 福島県雪対策協議会 法定／自主 自主

担当部・課 建設部　道路課 次年度方針 継続

事業費 80 80

所要一般財源 80 80

概算人件費 749 749

施策４　親雪・利雪の推進

概要
(目的と内容)

雪対策に関する施策目的を達成するため、全国市
長会と連携し、国への要望活動や利雪・克雪対策に
関する調査・研究を行う。

財務内容
単位(千円)

令和５年度
（予算）

令和６年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

全国市長会や県、近隣市町村と連携し、大雪被害や排除雪経費等に対する支援につい
て国への要望活動を行ってきた。また、雪を楽しむイベント等の情報を発信してきた
。

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

国・県が行う利雪・克雪対策に関する調査・研究等について関係機関と情報共有を図
るとともに、全国市長会や県、近隣市町村と連携し、国への要望活動を行っていく。
　雪や雪国文化の魅力が外国人を中心に注目されていることから、会津線・只見線沿
線の雪景色や地域のイベント情報を、観光・交通に関する案内等を通して発信してし
いく。 

概要
(目的と内容)

雪対策に関する国の諸施策の実施及び地方予算
の確保など、施策目的を達成するための各種要
望活動などを行う。

財務内容
単位(千円)

令和５年度
（予算）

令和６年度
（見込み）

これまでの
取組状況
（主な取組と
成果）

雪対策に関する国の諸施策の実施及び地方予算の確保などを目的に、国等への各種要
望活動などを実施する。

事業の検証
（課題認識/
今後の方針・
改善点）

雪対策の推進を図るため、県内積雪寒冷地域の20市町村が結束し、さらに全国雪対策
連絡協議会とも連携を図りながら、国の諸施策の予算確保等のため、関係市町村とと
もに、今後も活動していく。
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